資料１
地域生活を支える資源のあり方と確保方策について（訪問看護サービス）案
1、 調査結果から見た医療的ケアが必要な重症心身障がい児・者を取り巻く現状
· 訪問看護サービスの現状　　アンケートデータ　　２８３ステーション
1 運営主体は営利法人（有限・株式）が37.4％次いで医療法人34.6％となっている。
2 事業所の規模は10名以下のｽﾃｰｼｮﾝが全体の約8割を占めている。小規模の訪問看護ステーションが多い。
3 ２８３ステーションのうち７５ステーションは医療ケアを不可としている。
4 訪問看護利用者の手帳の所持状況は、障がい手帳１級と不明の利用者を併せて全体の80％となる。訪問看護を利用できる制度との関連が深い。医療保険の場合は障がい区分が関係ない。又は助成制度の対象が障がい１・２級である為と考えられる。
5 サービス提供可能な年齢層は介護保険１号被保険者と同年齢の４０歳～６４歳が69％と最も多く年齢が下がると共にサービス提供が可能と答えるステーションは減少する。０歳児の訪問可能と答えたステーションは、26％と最も少ない。
6 行っている医療ケアは吸引が最も多く、次いでパルスオキシメータ・経管栄養・服薬管理・在宅酸素・気管切開部管理の順である。
7 医療ケア以外でも身体介護が15.9％を占め実施している。
8 医療ケアが必要な障がい児・者の年齢層別推移は、４０歳～６４歳が利用者数の57・7％と最も多く年齢が下がるにつれ減少し、０歳児では1.4％となる。
· 訪問看護サービスに関する課題
1 訪問看護事業所の不足
2 訪問看護の制約（利用回数・時間・費用負担・２人派遣）の改善
3 看護師の確保に関する課題
4 重心児・者への理解不足と看護経験不足から考えられる看護技術不安
5 １歳未満の低年齢重心児を対象とする訪問看護ステーションの不足
6 医療機関と訪問看護の連携の在り方
7 訪問看護サービス利用へのコーディネーターの不在
8 保護者の満足度へのサービス事業者の不安
9 レスパイト不足
2、 地域生活を支える資源の在り方と確保方策
· 訪問看護サービス課題解決への主な検討事項
1 訪問看護の回数制限をなくすべきである。
2 ケアホーム等での利用を可能にする。（費用負担の軽減）
3 母親が最も不安な時期である、１歳になるまで（NICUから在宅へ移行した直後など）をより手厚く支援するべきである。
4 医療保険の事業所として社会保険事務所の認可を経ている事からも乳幼児医療の対象とし利用料負担軽減で訪問看護を利用しやすくするべきである。
5 重症児加算・２人派遣加算等、高度医療ケアを必要とする際の訪問看護の報酬をアップするべきである。
6 現在、小児慢性特定疾患の承認を得ている児については自己負担が発生しないが、これは治療研究事業であり対象疾患に該当しなければならない。児の重症度と疾患は必ずしも一致しない。その事からたとえば「超重症児スコア」により訪問看護の支援体制への補助を考えていくべき。
7 高度専門医療機関と訪問看護ステーションとの合同研修の定期化。
8 小児科・NICU経験の潜在看護師の訪問看護就労へのPR活動。
9 訪問看護師への就労に合った収入が得られるようにする。
10 小児の訪問看護に特化したステーションを府内に設置しコサルテーション事業を行う。その際の収入の保証。
11 設置主体が有限・株式が最も多い事からも、小児イコール経営の不安定化という事のないように乳幼児加算のアップなどより細かい看護の提供で事業所が安定した経営が可能となるようにする。
12 ０歳から対象とするべきである。
13 訪問看護には乳幼児医療助成が該当しない。その為、保護者の利用料負担が発生する。この事から利用抑制にもなっていないのか。又利用が伸びなければ研修・技術習得をしても実践につながらない。
14 平成２１年７月に大阪府訪問看護ステーション協議会の行ったアンケートから小児訪問看護を実施していない理由として依頼がないという意見も　　％ある。
15 他府県において殆どが訪問看護は乳幼児医療助成の対象である。
